
盗擦 監視 報道の区別

―法的な視点から一

1   1まじめ1こ

現在 私たちは以lFtt比べ かなり不安を直両する社会のなかで生活している。これは

私たちの社会が公共の場での 知らない人間に対して寄せる信頼が崩壊 してしま
っている

ことに起四することかも知れない。このよう
fA状況は一般の人間が不安に感じること そ

れ自体を社会のリスク (危険うと捉え また意思決定から配事されることを,ス クと把緩

する社会― 'ス ク社会と指摘されている (1)。 このイと番への信頼の資失によつて 私た

ちが集き上げてきた安全な社会を維持するために さまざまな場面で監視をするという要

請が当然のこととして出てくる。しかし この監視が行き過ぎた場合に,ま 自由な社会が

きまざまな制約を受けることにもなってくるぅまた 逆に盗機のような問題行動も出てく

るちさらに 事実を私たちに伝える標道の問題がある。これら盗張 監視と報道の区別に

関しては従来ほとんど議論がなかったところである。

ここでは 盗撮 監視 報道についてほ観し その区別について (モの可否を含めて)

その法律 tの問題点について考えてみたい。

2 盗撮

盗擦とてま何かということに関しては 従来から議論がなされていない。しかし 規制のみ

が進行してヽヽるというのが現状である。経犯罪法や各地方日治llによる述悪防止条例によ

り規制されている。マスコミによる撮影と個人が行う根彰とによう自ずから差が出てくる

のは当然であるが 規制Ⅲtついては 注意が必要であろう。なせなら 盗聴に関しても問

題になったとおり その運用如何によう個人の自由がどのようにても 制限されてしまう

恐れがあるからである (2)。 制定時には 「通信の秘密Jを 侵しているとして 大規模

な反対速助も超こつた。通信の秘密tま 言法第 21条 2項 後段により保障されているもの

であるが 通信が他者に対する意思の伝達という
一機の表現行為であることに基づくが

さらに公輪力による通信内容の探索め可能性を断ち切ることが政治的表現の自由の確保に

も選なるとされる (3)。 外国ては轟「の秘警は 私生活の自由を保理することをその日

的にしていたところから 一投に異なる粂文により保障されている.し かし 通信の秘薦

に関しても 現行法で1ま 上紀盗聴法のみならず 刑章訴訟法 100条 および222条 で

は郵便物の押収について 関税法 122朱 では郵便物の主押え 監盛法 46条 から50条

では在監きの信書の発受について検関などの制限をしている。

3 監視

現代社会では多くの監視が国家によつても行われており その目的は治安の維持である

とされる.わ が国では 通行車両のすべについて'ン タ`
一を通過時刻を記録するNシ ステ

ムが犯罪の操作を名目に干大きれている。しかし 監視は 私たちの自由を制限すること

である。国民の安全を国るという目的でセキュリティーが強化されることti 「市民的法
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理の構造媛換Jで あるという1旨補もある (4)。 現在 新宿の歌策伎町に導入された 「街

頭防犯カメランステタJは  50台 以上のカメラで隈無く監視するシステフである て弊球

街)tま た 住宅荷でも 警界に通しるカメラとインターホンを装備する 「スー本一防3E

灯 !も 設置されておう 監視が強化されている (5)。 安全性を確保するために 摘人の

自由な行動に対しても藍視がなされるという犠牲が生している。

また 監視を拡大してみれば クレシットカードや多くの家電最販店の導入しているよ

イントカード オサイラ統帝などを含めた電子ヤネーより /Ft業は情報を価人の情報を得

ている。これらが可能にしているの1ま 樹々の顧客の行動分析である.独 客の消費履歴の

蓄積によつて 消費傾向を見抜 くことが可能となものとなる。頼客に合わせた宣伝広告も

で喜る (6).こ れらも監視の内容に該当するものである。

4 雑道

報道1ま 事実を各人に知らせるもので 特定の思想を表明するものではないが 報道の

自由も憲法努 21条 が保障する 「表現の自由Jの 一環である。

報道機関による報道は 民三主義社会で1ま 国民が国政に関与するについて 重要な判

断の資料を提供 L 国民の知る祷利に吾仕するものである (博多駅テレビフイル′、経出事

件―最大判昭和 44年 11月 26日  刑案 23巻  11号 1490質 ),

報道の自由のなかに取材の自由 取材源 (ニュ
ースツース)秘 匿の自由が含まれるかは

苦見が分かれ 判偶もし記博多取事件決定での 報道のためのlR材の自由も 意渋 21

条の情神に照らし 十分尊重t値 いするとする立場を一貫して採っている。しかし 争説

は より積極的に取材の自由も無道の自由の一雰と捉え 密法 21集 の保峰きれるとする

立場が有力である。

電波メディアによる報通の自由を特に旗送の自由という。放送は一般に 「公衆によぅ

て直接受信されることを目的とする無線通信の送信J(放 送法2条 1号 )の 音味に用いら

れるが 有線テレどション被送法 (1972年 )で は有線被送にも放送法の定める一定の

規制が準用される。放送には 新聞 雑誌などの印呂,メディアには計されない特別な規制

が辞せられている。無線被送については 電波法で無線局の開設が免許制のもとtお かれ

て4条 〉 放送法によう被送番組め編集にあたつて 1 公安および書良の風俗を害しな

いこと 2 政治的に公平であること  3 報道は真業を曲げないですること  4

意見の対立してヽ`る問題について1ま 多角的に輸点を明らかにすること という準R,にし

たがうべきこと.な らびに 5教 森 教育 報道 規楽の4種 類の番組相互の附の調和

を保つべ宮ことが要求されている 〈3条 の2第 1項  2項 )。 また 故送番組審議会の設

置も義務づけられている (44条 の 2 51条 )。 このような公法的な規制がされるのは

被送用電機の有限性 受け手に対して絶大な影客を及ぼし また特に民間波送では 自由

競争を鮮すと 通F4的な物に固一化してしまうことによるとされる (7)。

5 盗撮 監視 報道の区別

これらの区別は 事実上井常に困軽であるといえる。衛人の私的な使用に基づいて 被写

体の同む43く撮影される場合に1ま 通法性を帯する場合が多いといえよう。監租について
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は 上記のような利用 〈国家 法人 価人ともに)が どこまで許容される場面なのかの画

定も軽 しい,犯 罪操作のために利用される前t■のNシ ステ2の ようなものであれ1ま 授 し

てみると 計されるかという場両といえるかも断旨し蔀い。公対公の場面 (国者と地方自

治休など)で は 概ra鮮されるお` 公対弘の関係の場面 (国家と樋人など)で は違法な場

合も考えられる。私対Frの関係の場而 て樋人対碩人)で は砲人の同せ 〈承諾)な く監視さ

れるというのは問題があるう。

これらに対して 報道機関が行う報道の場合については 上記制約があるものの 概し

て達法となることが少ないのではないか.

6 法的な操題

刑事上は 犯罪に設当する場合もあるが 民事上もきまきまな問題が起こる。

民法上の想定している 「人Jは  平等な権利能力を有し 目らの意思に基づいて 自由

かつ合理的に行動てきる財たのある人と定義される (8)。 周知のとおり 近代市民法で

は す本て人は 法的な主体となり権利 義務を有し 偏人間の関好が基本的に権利義務

の関係として処理され 個人が判断能力を有する主体として 自由な意思の合致 契約1こ

より法律関係を決するという契約自由の原則が支配 している.民 法土 契約1ま両当事者の

音思の合致 すなわち中込みと承轄め合致によるものとされる。契約自由の原質11を ひと

たび成立した契約については 速守することを要求され (契約の拘束力)簡 単に契約を

杯除することができず  (尤もこのことが悪質南法の一因となるのでもあるが.)契 約内

容は裁判所のような国家機関により実現されるものとなる。このことは 自らの自己決定

格に基づくものである。したがって みずからの 「意思Jに 問題点があれば 契約の幼カ

に影寧するのである。 「法律行為の要求Jに 「錯誤Jが あれば 契約は無効となるし (量

法 95条 )Ff欺 または強迫によう意思表示がされた場合にt Fr律行為 (契約)を lRり

消すことができる (民法 96条 )。 契約ができる需神的能力お【なければならない。意思能

力を欠く者の意思表示は無効である (大判明治 38年 5月 11日  員録 11巻 706頁 )。

民法には規定がないが当然とされるが この無幼は 本人以外主張することができない無

勅 すなわち取消しに近いものである。tr為能力は 完全 ・有効な法律行為 (契約)を す

ることができる能力であるが 音思能力の不十分な者を保確するため 制限行為能力者の

制度があり また特別法 (任意後見契約に関する法律)に より 任意後見契約の制度もあ

る。制限行為行為能力者tは 未皮年者 皮年被後見人 縦保佐人 被補助人があるが 自

己決定機の専垂と本人保護という理念を調和させるような形のものとなっている。

しかし 以上のことがらモ対しては 現在のように大企業が消費者に商品やサービスを

供給するという大至生産 大量消費というよう
fA社会でtt十分に機能しないとされる。す

なわち 一方の当害者が消費者である契約 (消費者契約)に ついて 相手方である事業者

に多数の顧書に対 して取引条件の画一化 更にはE_t己に有利な形で多数の商品 サービス

を提供できることを期待する。他方消費者の方はあまり考慮せずに契約を締結 し 契約内

容の理解を十分に行わないことが多く 理解していたとしても変更を求めることができな

い場合が爵制である (3)。

民法の規定の中には 一方当事者を保護する規定がある (流質契約の寡止 (349条 〕
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や ヽ初は予定されていなかったが 今g消 費者保護の観点より利用可能な規定もある

(公時良俗 〔90条 )錯 謀 t'3条 〕 EF路 強迫 (36条 〕 陰務不履行 〔415条 〕

不法行為 (700条 〕等).ま た 消費者契約も契約の一形態であるから 契約の成
‐
r

幼力等の基本的事項については 民法 南法の原則に従う末きものであるが 民法 高法

ではとても対処できない場合が存在する。そこで藩″の特別の立法により消費者保護を国

るということになるし消費者契約法 (消費者と事業者の間の情報の質 ・抵 交渉力の格整

を考慮し 消費者翠約における不当勧話の抑止ど契約内容の適性化を目的としてHt定され

た法役である。本法では 事業者の不実告知 断定的判断の提供について 故意 過失を

間わず課認による契約の取消しを認める。また 事業者による不退去 監森によう消費者

が困憲すればlR消しを認める.)や 特定面取引に関する法律 (訪問販売及tr電話効誘販売

に解る取'「 連鎖販売取'L特 定雑統的役務提供契約に係る取'に ならびに業務提供義|

暇窮取引を公正なものとし 購入者等の利益の保絶を国る法律)な どがその例である。こ

れらは 個人の自由な意思を制約するものというよう 価人の保護のためのものである。

7  おわりに

Tl述のウルリッヒ ベックは 近代のリスクは 人間の済動の所産であって 科学技術

の発展によつて 俯人が社会に寸して及ぼす彰宰が大きくなったため 現代は そのなか

でも作り出されたリスク ある縮人の予期することができない杉宰が私たちの関心を集め

る。たとえば チェルタフイⅢ原子力発電所の章改のように 報人の聴長の誤った行為t

よリ ヨーロ,本 の広範囲が酵韓を受けたことを考えれは 人々は当然そのような トラブ

ルが発生する可能性を予め排除したくならであろう。こうして 社会の目的は 単なる犯

罪や危険め予防ではなく 'ス クのツヒしすら回避するようになっていくと折摘する (10う

。個人が益々制限され 私たちの自由が制限されるようになってきている。安全な生活を

目指すために なお一日 監視される社会となってしまう。私たちが震い年月をかけて築

き上げてきた潮くできた自由な社会において 自由に発言し 自由な立場で契約をすると

いうことが前壊しようとしているのが福おて残念なところである.
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